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議案第３号 

 

令和３年度東近江市一般会計予算 

 

令和３年度東近江市一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４７，５００，０００千円と

定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担

行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」

による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は、７，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じ

た場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

令和３年３月１日 提出 

 

東近江市長 小 椋 正 清   



（単位：千円）

金　　　　 　額

1 市　　税 15,702,550

1 市 民 税 5,988,450

2 固定資産税 8,116,500

3 軽自動車税 437,000

4 市たばこ税 660,000

6 入 湯 税 9,000

7 都市計画税 491,600

2 地方譲与税 360,000

1 地方揮発油譲与税 86,000

2 自動車重量譲与税 250,000

3 森林環境譲与税 24,000

3 利子割交付金 13,000

1 利子割交付金 13,000

4 配当割交付金 55,000

1 配当割交付金 55,000

5 株式等譲渡所得割交付金 50,000

1 株式等譲渡所得割交付金 50,000

6 法人事業税交付金 200,000

1 法人事業税交付金 200,000

7 地方消費税交付金 2,300,000

1 地方消費税交付金 2,300,000

8 ゴルフ場利用税交付金 25,000

1 ゴルフ場利用税交付金 25,000

9 環境性能割交付金 40,000

1 環境性能割交付金 40,000

10 地方特例交付金 536,500

1 地方特例交付金 90,000

2
新型コロナウイルス感染症対策
地方税減収補填特別交付金

446,500

11 地方交付税 10,100,000

1 地方交付税 10,100,000

12 交通安全対策特別交付金 16,000

1 交通安全対策特別交付金 16,000

第　 １ 　表　　 歳  入  歳  出  予  算

款 項

　　１　　歳　 入
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（単位：千円）

金　　　 　額

13 分担金及び負担金 86,863

1 分 担 金 21,324

2 負 担 金 65,539

14 使用料及び手数料 436,142

1 使 用 料 358,345

2 手 数 料 77,797

15 国庫支出金 6,273,254

1 国庫負担金 5,119,587

2 国庫補助金 1,133,445

3 国庫委託金 20,222

16 県支出金 3,491,781

1 県負担金 1,911,710

2 県補助金 1,289,785

3 県委託金 290,286

17 財産収入 161,518

1 財産運用収入 65,228

2 財産売払収入 96,290

18 寄 附 金 450,771

1 寄 附 金 450,771

19 繰 入 金 3,011,478

2 基金繰入金 3,011,478

20 繰 越 金 200,000

1 繰 越 金 200,000

21 諸 収 入 1,234,343

1 延滞金、加算金及び過料 19,000

2 市預金利子 400

3 貸付金元利収入 37,043

4 受託事業収入 28,087

5 雑　　入 1,149,813

22 市　　債 2,755,800

1 市　　債 2,755,800

47,500,000歳　　　入　　　合　　　計

款 項
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第　２　表　　債 務 負 担 行 為

150,000 千円

150,000 千円

38,126 千円

3,000 千円

75,000 千円

14,859 千円

第　３　表　　地 方 債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債方法

千円

市 営 住 宅 整 備 事 業 49,300

臨 時 財 政 対 策 債 2,300,000

合 併 特 例 事 業 406,500

償 還 の 方 法

普通貸借
又は

証券発行

5.0％以内
ただし、利率見し
方式で借り入れる
資金について、利
率の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の利
率とする。

政府資金については、その
融通条件により、銀行その
他の場合にはその債権者と
協定するものとする。ただ
し、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮
し、若しくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。

保 証 債 務 損 失 補 償 令和１５年度

第 ４ 次 人 権 施 策 基 本 計 画 策 定 業 務

利　　　率

八 日 市 駅 前 市 有 地 活 用 業 務

令和４年度

令和３年度
～

令和４年度
学 校 保 健 健 康 診 査 委 託 業 務

総 合 健 康 診 査 委 託 業 務
令和３年度

～
令和４年度

滋 賀 県 信 用 保 証 協 会 令和３年度

固 定 資 産 税 評 価 替 関 連 委 託 業 務
令和４年度

～
令和５年度

令和３年度
～

令和４年度

限　　　度　　　額事　　　　　項 期　　　間

東 近 江 市 土 地 開 発 公 社 の
借 入 金 に 対 す る 債 務 保 証

小規模企業者小口簡易資金として、令和
３年４月１日から令和４年３月３１日ま
での間に保証した債務について、保証契
約の効力が生じた日以降１１年以内に代
位弁済した場合、当該額から支払いを受
けた保険金を控除した実質損失額の１０
分の８について6,500千円の範囲内でその
損失を補償する。

小 規 模 企 業 者 小 口 簡 易 資 金 ～

令和３年度
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１　特別職

２　一般職
 (1) 総　括

※職員数欄の（）は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員の合計を外書きで記載。

※パートタイム会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償については、通勤手当欄に記載。

比　　較 53,898 16,305 △152,000 8,370

本 年 度 1,741,169 60,805 425,000 144,402

前 年 度 1,687,271 44,500 577,000 136,032

区　　分
期末勤勉
手　　当

児童手当 退職手当 地域手当 備　　　　　　考

- 243,430

比　　較 982 △648 △7,128 1,578 △68 - 16,057

前 年 度 83,114 178,519 173,139 32,493 2,677

宿日直手当
時 間 外
勤務手当

本 年 度 84,096 177,871 166,011 34,071 2,609 - 259,487

△12,386
2

職員手当
の 内 訳

区　　分 扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

9,676,771
1,207

比　　較
（75）

△132,624 146,130 △62,654 △49,148 36,762

9,664,385
1,209

前 年 度
（627）

920,144 4,130,265 3,158,175 8,208,584 1,468,187

(人) (千円) (千円)

本 年 度
（703）

787,520 4,276,395 3,095,521 8,159,436 1,504,949

区　分
職員数

給　　　与　　　費    (千円)
共済費 合　計

備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

- △6,480 △28,121 △1,707 △29,828

- △26,227 - △26,227

計 △154 △22,448 - 807

その他の
特 別 職

△154 △26,227 - - -

- - 4,727 △427 4,300

△6,480 △6,621 △1,280 △7,901

議　員 - 3,779 - 948

44,771 379,397

比　較

長　等 - - - △141 - 

134,211

計 2,626 242,756 28,200 46,268 122 17,280 334,626

その他の
特 別 職

2,598 134,211 - - - - 134,211 -

36,680 - - 145,225 38,048 183,273

122 17,280 55,190 6,723 61,913

前年度

長　等 3 - 28,200 9,588

議　員 25 108,545 -

122 10,800 306,505 43,064 349,569

- 107,984 - 107,984

計 2,472 220,308 28,200 47,075

149,952 37,621 187,573

その他の
特 別 職

2,444 107,984 - - -

5,443 54,012

議　員 25 112,324 - 37,628 - -
本年度

長　等 3 - 28,200 9,447 122 10,800 48,569

通　勤
手　当

退職手当 計
(人) (千円) (千円)

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　分
職員数

給　　　　　与　　　　　費　（千円)
共済費 合計 備考

報　酬 給　料
期　末
手　当
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ア　会計年度任用職員以外の職員

※職員数欄の（）は、再任用短時間勤務職員数を外書きで記載。

イ　会計年度任用職員

※職員数欄の（）は、パートタイム会計年度任用職員の合計を外書きで記載。

※パートタイム会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償については、通勤手当欄に記載。

比　　較 61,971 15,100 - 4,408

（3）
932

（5）
1

本 年 度 316,209 15,100 3,000 22,828

前 年 度 254,238 - 3,000 18,420

区　　分 期末手当 児童手当 退職手当 地域手当 備　　　　　　考

- △750比　　較 - - △7,484 - - 

18,680

前 年 度 - - 101,140 - - - 19,430

特殊勤務
手　　当

宿日直手当
時 間 外
勤務手当

- 本 年 度 - - 93,656 - - 

33,509 85,275
1

職員手当
の 内 訳

区　　分 扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当

302,956 2,258,110
275

比　　較
（70）

△132,624 111,145 73,245 51,766

336,465 2,343,385
276

前 年 度
（624）

920,144 638,782 396,228 1,955,154

本 年 度
（695）

787,520 749,927 469,473 2,006,920

合　計
備　考

報　酬 給　料 職員手当 計
(千円) (千円)

職員手当
の 内 訳

共済費

前 年 度 1,433,033 44,500 574,000 117,612

区　分
職員数

給　　　与　　　費    (千円)

(人)

比　　較 △8,073 1,205 △152,000 3,962

地域手当 備　　　　　　考

本 年 度 1,424,960 45,705 422,000 121,574

比　　較 982

区　　分
期末勤勉
手　　当

児童手当 退職手当

2,677

△648 356 1,578 △68

240,807

- 224,000

- 16,807

特殊勤務
手　　当

宿日直手当
時 間 外
勤務手当

- 本 年 度 84,096 177,871 72,355 34,071 2,609

区　　分 扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当

前 年 度 83,114 178,519 71,999 32,493

7,418,661

比　　較 - 34,985 △135,899 △100,914 3,253 △97,661

1,168,484 7,321,000

前 年 度 - 3,491,483 2,761,947 6,253,430 1,165,231

本 年 度 - 3,526,468 2,626,048 6,152,516
（8）
933

共済費 合　計
備　考

報　酬 給　料 職員手当 計
(千円) (千円)

区　分
職員数

給　　　与　　　費    (千円)

(人)
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 (2) 会計年度任用職員以外の職員の給料及び職員手当の増減額の明細

給与改定なし

平均昇給率　　　1.48％　

職員数の異動状況

人(8)

人(3)

人(5)

職員の異動等に伴う増減分

 (3) 会計年度任用職員以外の職員の給料及び職員手当の状況
　ア　職員一人当たり給与

　イ　初任給

労務職

―

―

国の制度

150,600

182,200

行政職 技能職

―

―

期末手当の制度改正

昇給に伴う
増減分

48,881

平 均 給 料 月 額 (円) 305,776 396,694

区　　　　分 行政職

大　学　卒 188,700 ― ― 

高　校　卒 154,900 152,700 152,700

行政職 技能職 労務職

(歳) 40.95 46.75平 均 年 齢

区　　分

令和2年
1 月 1 日
現 在

平 均 給 料 月 額 287,540

令和3年
1 月 1 日
現 在

54.07 58.54

平 均 給 与 月 額 (円) 376,854 500,194 348,095 306,395

(円) 312,983 395,267 316,570

(円) 364,431 498,799 351,154 307,380

54.73 59.03

318,389

平 均 年 齢 (歳) 40.53 46.18

288,244

教育職 技能職

平 均 給 与 月 額

労務職

そ の 他 の
増 減 分

△120,781 退職手当の増減分
△ 152,000

31,219

職 員
手 当

△135,899 制度改正に
伴う増減分

△15,118

-  

※()は再任用短時間職員

そ の 他 の
増 減 分

△13,896 職員の異動に伴う増減分

職員数

本年度 933 

前年度

1 

給与改定に
伴う増加分

区分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　考

給 料 34,985

932 

増  減
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　ウ　級別職員数

※職員数欄の（）は、再任用短時間勤務職員数を外書きで記載。

　（級別の標準的な職務内容）

9

―

調理師
―

労務職 労務員 ― ― ― ―

技能職
自動車運転手

技能主任 技能主査 ― ―

課長・次長

―教育職 ― 指導主事 主幹･課長 課長・次長 ―

行政職 主事・技師 主事・技師 主任・主査 係長・副主幹 課長補佐・主幹

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 備考

計 20 100.0 計 10 100.0計 799 100.0 計 18 100.0

- - - - - - 

- - 

7級 18 2.3 - - - 

- - - - - -

- - - 5級 - - 

- 4級 - - 

5級 113 14.1 - - - 

25.0 3級 - - 

4級 136 17.0 4級 2

2級 - - 

3級 178 22.3 3級 3

2級 108 13.5 2級 13 72.2 2級 15 75.0

- 1級 10 100.0

-

- 1級 - 

16.7 3級 5

11.1 - - 

100.0

令 和 2 年
１月１日
現 在

1級 136 17.0 1級 - 

6級 110 13.8

- - - 

計 100.0 計 100.0 計 100.0 計

- - 

7級 2.4 - - - - - - 

- 5級 - - 

- - - - - -

4級 - - 

5級 13.8 4級 2 11.1 -

14.3 3級 16.7 - - - 

3級 22.8 特2 5.6 3級 31.6 3級

68.4 2級13

6

- - 

- - 

1級 - - 1級 100.09- 

6級 11.8 -

- 

2級 20.0 2級 66.6

4級

職員数
(人)

構成比
(％)

級
職員数
(人)

構成比
(％)

令 和 3 年
１月１日
現 在

1級 14.9 1級

3

職員数
(人)

構成比
(％)

級
職員
数

構成比
(％)

級

区　分
行政職 教育職 技能職 労務職

級

―

―

―

部長

129

173(9)

197

21

(9) 865

124

119

102

12

1

2級

- 

18 19
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　エ　昇給

　オ　期末手当・勤勉手当

（）は、再任用職員

　カ　地域手当

893 18 14 8 

区　　　　　　　　分 合計
行政職 教育職 技能職 労務職

職　　　　　　　　　　　　種

職 員 数 (Ａ) (人) 933 

３号給 (人) 42 

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人) 776 750 16 8 

-  

2 

号給数別内訳

１号給 (人) -  -  -  -  -  

２号給 (人) -  -  -  -  

42 -  -  -  

４号給 (人) 666 641 16 7 2 

５号給 (人) -  - -  -  -  

-  

-  ６号給 (人) 68 67 -  1 

７号給

(人) -  -  -  -  

-  -  -  -  

-  

(人)

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％) 83.2 84.0 88.9

８号給

57.1 25.0

前

年

度

職 員 数 (Ａ) (人) 915 865 

本

年

度

18 22 10 

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人) 724 695 18 9 2 

号給数別内訳

１号給 (人) 21 18 3 

-

- -

２号給 (人) 7 6 - 1 -

３号給 (人) 39 39 - -

４号給 (人) 356 338 9 7 

-５号給 (人) 216 210 6 -

６号給 (人) 73 72 - 1 

７号給 (人) -  - - -

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％) 79.1 80.3

本 年 度

区　　分
支給期別支給率

６月(月分)

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

―

国の制度

支給対象地域 支給率(％) 支給対象職員(人)

2.225 2.225 4.450

東近江市内 3 941

有
4.450

12 

国の制度

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.350)

--

-

-

備　　考

20.040.9

有

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

2 

(1.175) (1.175) (2.350)

８号給 (人) 12 -

支給率計
(月分)12月(月分)

2.250 2.200 4.450
有

(2.350)

100.0
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　キ　定年退職等に係る退職手当

　ク　特殊勤務手当

　ケ　その他の手当

支給率等

国の制度
(支給率等)

定年前早期退職者特別措置

定年前早期退職者特別措置

通勤手当 一部異なる 自動車等で通勤する職員に手当を加算

代 表 的 な 特 殊 勤 務
手 当 の 名 称

滞納整理手当
現場作業手当
福祉現業手当

滞納整理手当
現場作業手当
福祉現業手当

住居手当 同　　　　じ ―

区　　　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶養手当 同　　　　じ ―

滞納整理手当
現場作業手当
福祉現業手当

― ―

(％)
支給対象職員の比率(％)
(令和3年1月1日現在)

7.025 7.025 ― ― ―

給与総額に対する比率
0.061 0.065 ― ― ―

区　　　　　分 全職種 行政職 教育職 技能職 労務職

24.586875 33.27075 47.709 47.709

47.709 47.709

備 考

24.586875 33.27075

区　分
20年勤続の
者　(月分)

25年勤続の
者　(月分)

35年勤続の
者　(月分)

最高限度
(月分)

その他の加算措置等
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金額 期間 金額
国  県
支出金

地方債 その他

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの
支出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　項 限度額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一 般
財 源期間

千円 千円 千円 千円

東近江市土地
開発公社の借
入金に対する
債務保証

150,000 - - 令和3年度
限度額の
範 囲 内

千円 千円 千円

- - - 
限度額の
範 囲 内

2分の1

同　上 24,011
平成22年度

～
令和2年度

475
令和3年度

～
令和4年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 2分の1

滋賀県信用保
証協会小規模
企業者小口簡
易資金保証債
務損失補償

26,494
平成21年度

～
令和2年度

836 令和3年度
限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 

2分の1

同　上 16,000
平成24年度

～
令和2年度

1,279
令和3年度

～
令和6年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 2分の1

同　上 18,575
平成23年度

～
令和2年度

- 
令和3年度

～
令和5年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 

2分の1

同　上 12,800
平成26年度

～
令和2年度

- 
令和3年度

～
令和8年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 2分の1

同　上 12,800
平成25年度

～
令和2年度

- 
令和3年度

～
令和7年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 

2分の1

同　上 12,800
平成28年度

～
令和2年度

- 
令和3年度

～
令和10年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 2分の1

同　上 12,800
平成27年度

～
令和2年度

- 
令和3年度

～
令和9年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 

2分の1

同　上 6,400
平成30年度

～
令和2年度

- 
令和3年度

～
令和12年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 2分の1

同　上 12,800
平成29年度

～
令和2年度

- 
令和3年度

～
令和11年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 

2分の1

同　上 6,400 令和2年度 - 
令和3年度

～
令和14年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 2分の1

同　上 6,400
令和元年度

～
令和2年度

- 
令和3年度

～
令和13年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 

2分の1同　上 6,500 - - 
令和3年度

～
令和15年度

限度額の
範 囲 内

2分の1 - - 
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金額 期間 金額
国  県
支出金

地方債 その他

事　　　項 限度額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一 般
財 源期間

知的障害者通
所 更 生 施 設
「スマイル」
整備事業

10,000
平成18年度

～
令和2年度

7,500
令和3年度

～
令和7年度

2,500 - - - 2,500

8,000

生活支援ハウ
ス等施設整備
事業

整備費
100,445千
円と利子に
相当する額

平成15年度
～

令和2年度
91,172

令和3年度
～

令和4年度

限度額の
範 囲 内

- - - 
限度額の
範 囲 内

老人福祉施設
「 こ ぼ し の
家」整備事業

40,000
平成17年度

～
令和2年度

32,000
令和3年度

～
令和6年度

8,000 - - - 

5,810

同　上 6,952
平成12年度

～
令和2年度

5,741
令和3年度

～
令和6年度

1,211 - - - 1,211

土地改良事業
対策補助

44,685
平成11年度

～
令和2年度

38,875
令和3年度

～
令和5年度

5,810 - - - 

1,875

同　上 12,864
平成16年度

～
令和2年度

11,293
令和3年度

～
令和7年度

1,571 - - - 1,571

同　上 8,589
平成13年度

～
令和2年度

6,714
令和3年度

～
令和7年度

1,875 - - - 

6,710

民間賃貸住宅
活用事業

72,000
平成27年度

～
令和2年度

13,680
令和3年度

～
令和6年度

58,320 - - 2,586 55,734

国営日野川地
区施設機能保
全事業負担金

66,210
平成26年度

～
令和2年度

- 
令和3年度

～
令和6年度

66,210 - 59,500 - 

1,268,793

民間賃貸住宅
活用事業

72,000
平成28年度

～
令和2年度

13,800
令和3年度

～
令和7年度

58,200 - - 12,435 45,765

国営かんがい
排水事業湖東
平野地区事業
負担金

1,268,793 - - 
令和3年度

～
令和5年度

1,268,793 - - - 

33,373

民間賃貸住宅
活用事業

28,500
平成30年度

～
令和2年度

- 
令和3年度

～
令和9年度

28,500 - - 9,519 18,981

民間賃貸住宅
活用事業

57,000
平成29年度

～
令和2年度

- 
令和3年度

～
令和8年度

57,000 - - 23,627
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金額 期間 金額
国  県
支出金

地方債 その他

事　　　項 限度額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一 般
財 源期間

10,500

林中央公園・
さ さ や き 公
園 ・ 湧 水 公
園・法堂寺遺
跡公園指定管
理業務

25,750
平成30年度

～
令和2年度

15,390
令和3年度

～
令和4年度

10,360 - - - 10,360

五個荘中央公
園・五個荘北
公園指定管理
業務

26,110
平成30年度

～
令和2年度

15,610
令和3年度

～
令和4年度

10,500 - - - 

3,600

華岳山公園・
雪野山歴史公
園指定管理業
務

18,310
平成30年度

～
令和2年度

10,950
令和3年度

～
令和4年度

7,360 - - - 7,360

悠久の丘あか
ね古墳公園指
定管理業務

8,940
平成30年度

～
令和2年度

5,340
令和3年度

～
令和4年度

3,600 - - - 

8,080

街路灯等ＬＥ
Ｄ化促進業務

148,980
令和元年度

～
令和2年度

30,560
令和3年度

～
令和10年度

118,420 - - - 118,420

万葉の森船岡
山指定管理業
務

20,080
平成30年度

～
令和2年度

12,000
令和3年度

～
令和4年度

8,080 - - - 

33,568

東近江市例規
管理システム
構築及び維持
管理業務

25,000
令和元年度

～
令和2年度

3,201
令和3年度

～
令和6年度

21,799 - - - 21,799

東近江市自転
車駐車場指定
管理業務

55,850
令和元年度

～
令和2年度

22,282
令和3年度

～
令和5年度

33,568 - - - 

26,487

あいとうエコ
プラザ菜の花
館指定管理業
務

57,291 令和2年度 19,097
令和3年度

～
令和4年度

38,194 - - - 38,194

第八期地域お
こし協力隊活
動業務

31,530 令和2年度 5,043
令和3年度

～
令和4年度

26,487 - - - 

45,704

世界凧博物館
東近江大凧会
館指定管理業
務

107,586 令和2年度 35,862
令和3年度

～
令和4年度

71,724 - - - 71,724

福祉センター
ハートピア指
定管理業務

68,563 令和2年度 22,859
令和3年度

～
令和4年度

45,704 - - - 
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金額 期間 金額
国  県
支出金

地方債 その他

事　　　項 限度額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一 般
財 源期間

212,090

やわらぎの郷
公園指定管理
業務

29,604 令和2年度 - 
令和3年度

～
令和4年度

29,604 - - - 29,604

八日市文化芸
術会館・あか
ね文化ホール
指定管理業務

335,193 令和2年度 111,731
令和3年度

～
令和4年度

223,462 - - 11,372

限度額の
範 囲 内

東近江ケーブ
ルネットワー
ク株式会社設
備更新事業負
担金

575,415 - - 
令和3年度

～
令和18年度

575,415 - - - 575,415

東近江ケーブ
ルネットワー
ク株式会社の
設備更新事業
借入金に対す
る損失補償

1,550,000 - - 
令和3年度

～
令和18年度

限度額の
範 囲 内

- - - 

4,260

第九期地域お
こし協力隊活
動業務

11,000 - - 
令和3年度

～
令和5年度

11,000 - - - 11,000

水田野菜生産
拡大推進業務

4,260 - - 
令和3年度

～
令和4年度

4,260 - - - 

154,370

学校給食セン
ター調理・配
送業務

3,800,000 令和2年度 - 
令和3年度

～
令和7年度

3,800,000 - - - 3,800,000

小学校外国語
指導助手派遣
業務

157,905 令和2年度 - 
令和3年度

～
令和5年度

154,370 - - - 

63,400

コミュニティ
センター指定
管理業務

954,442 - - 
令和3年度

～
令和5年度

954,442 - - 39,000 915,442

東近江市能登
川アリーナ及
び東近江市
能登川グラウ
ンド指定管理
業務

63,400 - - 
令和3年度

～
令和6年度

63,400 - - - 

13,000
第十期地域お
こし協力隊活
動業務

13,000 - - 
令和3年度

～
令和6年度

13,000 - - - 
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金額 期間 金額
国  県
支出金

地方債 その他

事　　　項 限度額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一 般
財 源期間

こどもの家指
定管理業務

937,611 - - 
令和3年度

～
令和5年度

937,611 625,072 - - 312,539

55,668

能登川水車と
カヌーランド
指定管理業務

29,542 - - 
令和3年度

～
令和4年度

29,542 - - - 29,542

乳児おむつ等
支給事業委託
業務

55,668 令和2年度 - 
令和3年度

～
令和4年度

55,668 - - - 

27,690

総合運動公園
指定管理業務

490,000 - - 
令和3年度

～
令和7年度

490,000 - - - 490,000

ぷらざ三方よ
し指定管理業
務

27,690 - - 
令和3年度

～
令和5年度

27,690 - - - 

56,790

平田体育館・
平田グラウン
ド指定管理業
務

20,400 - - 
令和3年度

～
令和5年度

20,400 - - - 20,400

長山公園指定
管理業務

56,790 - - 
令和3年度

～
令和5年度

56,790 - - - 

75,300

ひばり公園等
指定管理業務

231,150 - - 
令和3年度

～
令和5年度

231,150 - - - 231,150

蒲生体育館・
蒲生運動公園
指定管理業務

75,300 - - 
令和3年度

～
令和5年度

75,300 - - - 

248,500

おくのの運動
公園指定管理
業務

67,350 - - 
令和3年度

～
令和5年度

67,350 - - - 67,350

湖東プール指
定管理業務

248,500 - - 
令和3年度

～
令和7年度

248,500 - - - 
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金額 期間 金額
国  県
支出金

地方債 その他

事　　　項 限度額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一 般
財 源期間

21,300

五 個 荘 体 育
館・繖公園指
定管理業務

41,040 - - 
令和3年度

～
令和5年度

41,040 - - - 41,040

永源寺運動公
園指定管理業
務

21,300 - - 
令和3年度

～
令和5年度

21,300 - - - 

21,650

布施公園等指
定管理業務

23,700 - - 
令和3年度

～
令和7年度

23,700 - - - 23,700

延命公園等指
定管理業務

21,650 - - 
令和3年度

～
令和7年度

21,650 - - - 

71,200 - 

28,560

セ ー フ テ ィ
ネット資金等
利子補給金支
給事業

84,000 - - 
令和3年度

～
令和5年度

84,000 - - 84,000 - 

やわらぎホー
ル指定管理業
務

30,072 - - 
令和3年度

～
令和5年度

30,072 - - 1,512

- 令和4年度 3,000 - - - 

3,800

固定資産税評
価替関連委託
業務

38,126 - - 
令和4年度

～
令和5年度

38,126 - - - 38,126

八日市駅前市
有地活用業務

150,000 - - 
令和3年度

～
令和4年度

150,000 75,000

3,000

総合健康診査
委託業務

75,000 - - 
令和3年度

～
令和4年度

75,000

- - - 14,859

7,569 - 8,987 58,444

学校保健健康
診査委託業務

14,859 - - 
令和3年度

～
令和4年度

14,859

第４次人権施
策基本計画策
定業務

3,000 - 
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(単位：千円)

 (1)

 (2)

 (3)

 (4)

 (5)

 (6)

 (7)

 (8)

 (9)

 (10)

 (11)

 (12)

 (13)

 (1)

 (2)

 (3)

 (1)

 (2)

 (3)

 (4)

 (5)

 (6)

 (7)

 (8)

 (9)

 (10)

 (11)

-  

-  

2,300,000 

公共施設等適正管理
推 進 事 業 債

-  -  -  -  -  

緊 急 自 然 災 害 防 止
対 策 事 業 債

-  -  -  -  -  

-  

臨 時 財 政 対 策 債 23,430,964 

-  177,529 

23,621,066 

3,765 

2,109,898 

住 宅 新 築
資 金 等 貸 付

総 務

民 生

56,704 

前年度末現
在高見込額

農 林 水 産

-  

公 共 施 設 等

1,325,895 

79,300 101,100 

-  臨 時 税 収 補 て ん 債

減 税 補 て ん 債

1,404,833 

-  

-  

-  

309,190 

-  

148,972 

教 育

同 和 対 策

土 木

諸 支 出 金 -  

-  

-  -  

公 営 住 宅

農 林

衛 生

労 働

消 防

-  

-  

前々年度末
現　在　高

１．普　通　債 3,320,948 

-  

406,886 569,297 

55,137 

3,058,671 

商 工

1,128,194 858,768 

-  -  

-  

2,511 

-  

-  

-  

-  

4,325 

39,068 

-  -  

582,141 

-  -  

-  -  

-  241,044 617,724 

49,300 

辺 地 対 策 債

52,259,935 

94,390 

135,712 -  

51,735,760 3,823,600 

-  -  

5,419,156 

-  -  

12,581 -  土 木

-  

２．災　害　復　旧　費

３．そ　の　他

113,681 -  

合　　　　　　計 55,675,273 

25,135,893 

23,837,459 

減 税 補 て ん 借 換 債

合 併 特 例 債

-  

減 収 補 て ん 債

54,908,112 

25,348,047 

181,294 

合 併 推 進 債 30,450 -  

緊急防災・減災事業債 2,782,912 2,413,104 

15,059 

-  

-  69,510 226,639 

-  

-  

-  

2,511 

-  

110,302 

-  

101,100 

-  -  

157,129 

10,070 

-  

25,410 

211,338 

-  

111,170 

1,114,557 

-  -  

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

49,300 

-  

547,444 2,560,527 

21,996 3,725 

区　　　　　分

3,671 

-  16,870 194,682 

当 該 年 度 末
現在高見込額当該年度中

起債見込額
当該年度中元
金償還見込額

当該年度中増減見込

73,243 

25,721 

12,301 

16,069 

8,630 

228,116 211,552 

18,647 

-  

5,969,111 

2,822,381 24,049,266 

52,811,901 

-  

36,456 

50,140,204 

3,872,900 

1,523,600 

-  -  

-  

388,192 2,024,912 -  

15,090 
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